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指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護事業所  

ショートステイ母の手八龍 契約書 

 

 

            （以下「利用者」という。）と、株式会社石原グループ（以下「法人」

という。）が運営するショートステイ母の手八龍（以下「事業者」という。）は、事業者が利用

者様に対して提供する指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護（以下「指定短期

入所生活介護等」という。）について、次のとおり契約します。 

 

（契約の目的） 

第１条 この契約は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう、事業者が利用者に対し、必要な日常生活上の世話及び機能

訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消や心身の機能を維持し、利用者の家族

の身体的、精神的負担の軽減を図ることを目的とする指定短期入所生活介護等について定め

ます。 

 

（指定短期入所生活介護等の内容） 

第２条 事業者は別紙重要事項説明書に定める内容の指定短期入所生活介護等を提供します。 

２ 指定短期入所生活介護等の提供は、当事業者の生活相談員、看護職員等の指定短期入所生

活介護等の従業者があたります。 

３ 事業者は、指定短期入所生活介護等の提供にあたっては、利用者の要介護状態区分若しく

は要支援状態区分に従って、また利用者の被保険者証に認定審査会意見が記載されていると

きは当該認定審査会の意見に配慮して、利用者に指定短期入所生活介護等を提供します。 

 

（契約期間と更新） 

第３条 この契約の有効期間は、契約締結日から１年間とします。ただし、利用者の契約時の要

介護・要支援認定有効期間の満了日が、契約期間満了日より前に到来し、要介護・要支援認

定が更新される場合は、更新後の要介護・要支援認定有効期間の満了日をこの契約期間の満

了日とします。 

２  原則として、前項の契約満了日の１５日前までに利用者から文書による解約の申出がない

時は、この契約はさらに同一期間、同一の内容で更新され、その後においても同様とします。

更新後の契約についても、第１項の但し書きが適用されます。 

 

（短期入所生活介護計画・介護予防短期入所生活介護計画） 

第４条 事業者は、利用者が概ね４日以上の指定短期入所生活介護等のサービスを利用する場合

には、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて短期入所生活介護計

画・介護予防短期入所生活介護計画を作成します。 

２ 事業者は、短期入所生活介護計画・介護予防短期入所生活介護計画を作成したときは、利

用者又はその家族に短期入所生活介護計画・介護予防短期入所生活介護計画の内容を説明し

ます。 

３ 短期入所生活介護計画・介護予防短期入所生活介護計画は、居宅サービス計画・介護予防

サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成します。 

 

 



（居宅サービス計画・介護予防サービス計画変更の援助） 

第５条 事業者は、利用者が居宅サービス計画・介護予防サービス計画の変更を希望する場合は、

利用者の担当の介護支援専門員に連絡する等必要な援助を行います。 

 

（サービス内容の変更） 

第６条 利用者は、いつでもサービスの内容を変更するよう申出ることができます。事業者は、

利用者からのサービス内容の変更の申出があった時は、この契約の目的に反する等変更を拒

否する正当な理由がない限り、サービスの内容を変更するものとします。 

 

（緊急時等の対応） 

第７条 指定短期入所生活介護等の従業者は、指定短期入所生活介護等の提供時に、利用者に 

病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに利用者の主治医への連絡を行う等の

必要な措置を講じます。 

 

（秘密保持義務） 

第８条 事業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保

持する義務を負います。 

２ 事業者は、従業者が退職後、正当な理由がなく在職中知り得た利用者又はその家族の秘密

を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 

３ 事業者は、利用者の個人情報を用いる場合は利用者から文書による同意を、その家族の個

人情報を用いる場合は当該家族から文書による同意を得ない限り、サービス担当者会議等に

おいて利用者又はその家族の個人情報を使用できません。 

 

（利用料金） 

第９条 利用者は、事業者に原則として、この契約に基づく指定短期入所生活介護等（介護保険

適用部分）に要する費用の１割(もしくは２割)を支払います。ただし、利用者の被保険者証

に支払方法の変更の記載（利用者が保険料を滞納しているため、償還払いになる旨の記載）

があるとき等は、利用者は、一旦費用の全額を事業者に支払います。 

２ 利用者は、介護保険の適用範囲を超えた部分のサービスの利用については、介護保険の適

用範囲を超えた部分の費用の全額を事業者に支払います。 

３ 第１項の但し書きにより、利用者が費用の全額を事業者に支払った場合、事業者は利用者

にサービス提供証明書を発行します。利用者はこの証明書を後日保険者の窓口に提示すれば、

９割の払い戻しを受けることができます。 

４ 事業者は、利用者の希望により、通常の送迎の実施地域以外の地域に居住する利用者に対

して行う送迎に要する費用、理美容に要する費用、その他の日常生活において通常必要とさ

れる費用の支払いを利用者に請求できます。 

５ 事業者は、指定短期入所生活介護等の提供にあたっては、予め利用者及びその家族に対し、

利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して、内容

及び費用の説明を行い、利用申込者から書面により同意を得ます。 

 

（利用料金の支払方法等） 

第１０条 利用者は、指定短期入所生活介護等の提供の対価として、別紙重要事項説明書に定め

る利用料金の合計額を、口座引き落としにし、月ごとに支払います。 

２ 事業者は、当月の利用料金の合計額の請求書を、翌月１５日頃に利用者に発送します。 

３ 利用者は当月の利用料金の合計額を翌月２７日（銀行休業日の場合は前日）までに支払い

ます。 



４ 事業者は、利用者から利用料金の支払いを受けたときは、利用者に領収書を発行します。 

 

（契約の終了） 

第１１条 利用者は、１５日以上の予告期間をおいて文書で事業者に届け出ることにより、この

契約を解約することができます。ただし、次の事由に該当する場合には、利用者は文書で

通知することにより直ちにこの契約を解約することができます。 

(1) 事業者が正当な理由なくサービスを提供しないとき。 

(2) 事業者が守秘義務に違反したとき。 

(3) 事業者が社会通念に逸脱する行為を行ったとき。 

(4) 法人が破産したとき。 

２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し３０日間の予告期間をおいて

理由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。ただし、次

の事由に該当する場合には、文書で通知することにより直ちにこの契約を解約することがで

きます。 

(1) 利用者が事業者に支払うべきサービスの利用料金を１ヶ月以上滞納し、期限を定めて再三

催告したにもかかわらず、その期限までにサービスの利用料金の支払がないとき。 

(2) 利用者がこの契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めるとき。 

３ 次の事由に該当する場合、この契約は自動的に終了します。この場合、損害賠償義務は発

生しないものとします。 

(1) 利用者が介護保険施設に入院又は入所した場合 

(2) 利用者の要介護認定区分若しくは要支援認定区分が非該当（自立）と認定された場合 

(3) 利用者が死亡した場合 

 

（損害賠償） 

第１２条 事業者は、指定短期入所生活介護等の提供により事故が発生した場合は、市町村、利

用者の家族、利用者に係る地域包括支援センター・居宅介護支援事業者等に連絡を行うと

ともに、必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、指定短期入所生活介護等を提供する上で、この条項に違反し、または事業者の

責に帰すべき事由により利用者の生命、身体、財産等に損害を与えた場合には、その損害を

速やかに賠償する義務を負います。ただし、事業者が故意・過失がないことを証明した場合

は、この限りではありません。 

３ 前項の場合において、当該事故の発生につき、利用者に重大な過失がある場合には損害賠

償の額を減じることができます。 

４ 利用者および保証人についても、自己の責に帰すべき事由により事業者に損害が生じた場

合、賠償する責任を負います。 

 

（損害賠償がなされない場合） 

第１３条 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわ

け以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

(1) 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び経歴等の重要事項について、故意にこれを告

げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

(2) 利用者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

(3) 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱら

起因して損害が発生した場合 

(4) 利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら起



因して損害が発生した場合 

(5) サービス従事者が適切に巡回、見守り、離床センサー設置、衝撃吸収マット設置等を実施し

ていたにも関わらず、利用者の心身的事由による転倒転落事故に起因して損害が発生した

場合 

(6) 既往歴等の身体的疾患について告げないことが要因で発生した場合 

 

第１３条の２（施設設備の使用上の注意） 

(1) 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

 （2） 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、

汚したりした場合には、ご契約者の自己負担により原状に復して頂くか、又は相当の代価を

お支払い頂く場合があります。 

  (3) 当施設の他の入所者や職員に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を

行うことはできません。 

 

（情報の保存） 

第１４条 事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護等の提供に関する書類等を整備し、

この契約終了後５年間保存します。 

 

（居宅介護支援事業者との連携） 

第１５条 事業者は、指定短期入所生活介護等の提供にあたり、地域包括支援センター・居宅介

護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

めます。 

２ 事業者は、指定短期入所生活介護等の提供の終了（解約の場合も含みます。）に際しては、

利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、終了の旨の内容を速やかに居宅介

護支援事業者等に連絡します。 

 

（苦情処理） 

第１６条 利用者又はその家族は、事業者が提供した指定短期入所生活介護等に関する苦情があ

る場合は、いつでも別紙重要事項説明書に記載されている苦情相談担当窓口に苦情を申立

てることができます。事業者は、苦情が申立てられたときは、迅速かつ適切に対応すると

ともに、必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、利用者又はその家族が苦情申立てをした場合に、これを理由として利用者に対

し一切の差別待遇をしません。 

 

（裁判管轄） 

第１７条 利用者及び事業者は、この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、法人の住所地

を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

（その他） 

第１８条 この契約に定めのない事項については、介護保険法その他の関係法令に従い、利用者

及び事業者が信義に従い誠実に協議して決定します。  

 

 

 

 

 



指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護事業所 

ショートステイ母の手八龍 

重要事項説明書 

当事業所が提供する指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の内容に関し、あな

たに説明すべき重要事項は、次のとおりです。 

 

１．事業者の概要 

法人の名称 株式会社石原グループ 

法人の所在地 名古屋市北区八龍町一丁目４７番地 

電話番号 ０５２－９１５－６６１１ 

代表者 代表取締役 石原 聖士 

 

事業所の名称 ショートステイ母の手八龍 

事業所の所在地 名古屋市北区八龍町一丁目４７番地 

電話番号 ０５２－９１３－８８８２ 

介護保険事業所番号 ２３７０３０４０８７ 

指定年月日 平成２９年９月１日 

交通の便 地下鉄名城線平安通駅 徒歩５分 

通常の送迎の 

実施地域 

名古屋市北区・東区・西区・千種区・守山区            

北名古屋市、豊山町 

 

２．事業者の職員の概要                   （令和８年２月 1日現在） 

職員の職種 資格 人数 
常勤 非常勤 

専従 兼務 専従 兼務 

管理者  １  １   

医師 医師 １   １  

生活相談員 介護福祉士 １ １    

看護職員 看護師 １   １  

介護職員  ２１ １２ １ ８  

 

３．指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護施設の概要 

定 員 単独型短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

＜従来型個室＞ 定員３６床 

食堂及び機能訓練室 ２階３５．３㎡ ３階３５．３㎡ ４階４１．４㎡ 

浴 室 一般浴槽・機械浴槽 

その他の設備 

事務室、面談室、医務室、職員室、静養室、介護看護職員室、介護

材料室、厨房室、送迎車 

居室（全室に収納家具・テレビ・エアコン・机・椅子を設置） 

 

４.第三者評価の実施状況 

実施の有無 受審していない 

直近の受審年月 該当なし 

評価機関の名称 該当なし 

結果の開示状況 該当なし 

 



５．サービスの提供時間 

月・火・水・木・金・土・日 ３６５日、２４時間連絡可能 

※面会時間：午前９時～午後４時まで 時間内での面会をお願い致します。 

※夜間帯は夜勤者のみの対応となりますのでお電話繋がりにくくなります。 

 

６．指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護施設の運営の方針 

  当事業所は、入浴や食事、機能訓練、各種レクリエーションなどのサービスを、提供する事

により、利用者の心身機能の維持向上や孤立感の解消並びに利用者の家族の身体的精神的負

担の軽減を図るものとする。 

  また、事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の医療・福祉サービスとの綿密な連携を

図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

７．利用料金 

（1） 当事業所の指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供（介護保険適

用部分）に際し利用者が負担する利用料金は、原則として基本料金の１割(もしくは 2

割、3 割)です。ただし、介護保険の給付の範囲を超えた部分のサービスについては全

額自己負担となります。 

 

短期入所生活介護 

要 介 護 １ ６４５単位/日 送迎加算（片道） １８４単位/回 

要 介 護 ２ ７１５単位/日 短期生活処遇改善加算Ⅱ １３．６％ 

要 介 護 ３ ７８７単位/日 短期生活生産性向上推進体制加算Ⅱ １０単位/月 

要 介 護 ４ ８５６単位/日   

要 介 護 ５ ９２６単位/日   

地域区分（３級地）   換算率 １０．８３ 

 

 

介護予防短期入所生活介護 

要 支 援 １ ４７９単位/日 送迎加算（片道） １８４単位/回 

要 支 援 ２ ５９６単位/日 短期生活処遇改善加算Ⅱ １３．６％ 

  短期生活生産性向上推進体制加算Ⅱ １０単位/月 

域区分（３級地）   換算率 １０．８３ 

 

 

基本料金は、所定の単位に１０．８３円を乗じて得た額です。 

・ この他、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（厚生労働省告示

第１９号）及び「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（厚

生労働省告示第１２７号）に規定される機能訓練指導、送迎を受けた場合は、上記

の金額を負担していただきます。 

（2） その他の費用 

・ 通常の送迎の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要した費用

は、次の額を負担していただきます。 

・ 通常の事業の送迎地域を越えた地点から、片道１キロメートル以上５キロメートル

未満 １００円 

・ 通常の事業の送迎地域を越えた地点から、片道５キロメートル又はその端数を増す

ごとに １００円 

 



（3） 実費ご負担分は下記の通りとなります。 

要介護・要支援の方 共通 

 

(4) 料金の支払い方法 

利用者が事業者に支払う料金の支払方法については、月ごとの精算とします。毎月１

５日以降に、前月分ご利用いただいたサービス利用料金の請求をします。お支払方法は、

口座自動引き落としを原則とします。２５日までに口座残高のご確認をお願い致します。 

 

(5) キャンセル料 

利用者のご都合により当日の指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護を

キャンセルする場合は、サービスご利用前日までに、当事業者に連絡してください。当

日キャンセルの場合、次のキャンセル料を申し受けることになりますのでご了承くださ

い。 

 

要介護・要支援の方 共通 

ご利用日の前日の午後４時までにご連絡いただいた場合 無料 

ご利用日の当日午前９時００分までにご連絡いただいた場合 自己負担額の５０％ 

（１日分） 

ご利用日の当日午前９時００分までにご連絡がなかった場合 自己負担額の１００％ 

（１日分） 

 

  (6) 食事発注 

   利用者のご都合により、前日昼以降のキャンセルがあった場合には、キャンセル料と

して食事代全額を申し受けることになりますのでご了承ください。 

   ※食事をキャンセルする場合は、サービスご利用前日１６時までに、当事業者に連絡

してください。 

 

(7) その他 

利用者の被保険者証に支払方法の変更の記載（利用者が保険料を滞納しているため、サ

ービスの提供を償還払いとする旨の記載）があるときは、費用の全額を支払っていただ

きます。この場合、当事業者でサービス提供証明書を発行しますので、この証明書を

後日、保険者の窓口に提出して差額（介護保険適用の部分の９割）の払い戻しを受けて

ください 

 

 

 

 

実 費 負 担 分（税込） 

滞 在 費 ３，６００円/１日 

食   費 １，９００円/１日（実食分） 

（内  訳） 朝食        ４６０円 

昼食（おやつ代含む）７７０円 

夕食        ６７０円 

理美容代 サービスに基づく実費 

らくらくセット（衣類レンタル） ３００円/１日 

その他 実費 



８．サービスの利用方法 

（1） 利用開始 

・ 当事業者に電話でお申し込みください。当事業者の担当職員が利用者のお宅に伺い、

当事業者の指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の内容等につい

て説明します。 

・ この説明書により利用者からの同意を得た後、当事業者の管理者が短期入所生活介

護計画又は介護予防短期入所生活介護計画を作成し、内容等を説明した上で利用者

の同意を得た上で交付し、サービスの提供を開始します。 

・ 利用者が居宅サービス計画・介護予防サービス計画の作成を依頼している場合は、

事前に居宅介護支援事業者・地域包括支援センターにご相談ください。 

 

（2） サービスの終了 

   ア 利用者のご都合でサービスを終了する場合 

     サービスの終了を希望する日の１５日前までに文書で申出てください。 

   イ 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

     人員不足等やむを得ない事情によりサービスの提供を終了させていただく場合があり

ます。この場合はサービス終了日の３０日前までに、文書により利用者に通知します。 

   ウ 自動終了 

     次の場合は、サービスは自動的に終了となります。 

・ 利用者が病院又は介護保険施設に、入院又は入所した場合。 

・ 利用者の要介護区分若しくは要支援区分が非該当（自立）と認定された場合。 

・ 利用者が亡くなったとき。 

   エ その他 

・ 当事業者が、正当な理由がなくサービスを提供しない場合、守秘義務に違反した場

合、利用者や利用者の家族に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、当事業

者が破産した場合、利用者は文書で通知することにより直ちにこのサービスを終了

することができます。 

・ 利用者がサービスの利用料金を１ヶ月以上滞納し、支払の催告を再三したにもかか

わらず支払わないとき、利用者が当事業者に対してこの契約を継続しがたいほどの

背信行為を行った場合は、文書で利用者に通知することにより、直ちにこのサービ

スを終了させていただく場合があります。 

 

９．サービス利用に当たっての留意事項 

  ・体調の確認 

   指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の利用初日の朝、ご家族で体調の

確認をお願いします。気になる事がある時は、職員にお伝えください。発熱等感染症の症

状など体調に異常がある時や病気の時は指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生

活介護のご利用はできません。 

   また、施設利用中の体調不良等により、病院受診が必要とこちらで判断した際には、ご家

族様での病院受診をお願いいたします。ご家族様と連絡が取れない場合は、病院受診付き

添いにかかる下記費用を別途請求させていただきます。 

   ※1時間当たり 3000円(※22時から 5時までは 4500円) 

   ※救急車搬送を行う場合、職員の同乗はございません。 

※その他かかった実費分 

 

 



・利用時間の変更 

   サービス利用の変更は、ご利用予定日の前日までに事業者に申出てください。 

  ・設備、器具の利用 

   当事業者の設備、器具の利用に際しては、危険や事故防止のため職員の指示に従ってくだ

さい。これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。 

  ・他の利用者様の迷惑になる行為をした際には退所して頂く場合があります。 

  ・施設内でも適切な巡視・転倒防止対策は行っておりますが、常にマンツーマン対応できる

わけではないため、転倒事故等発生するリスクもあり得ますことをご了承ください。 

 

１０．サービスの内容 

  当事業者が利用者に提供するサービスは以下のとおりです。 

内  容： 日常生活上の介護 

      食事サービス 

      入浴サービス 

      送迎 

      機能訓練 

      生活相談 

      その他の自立への支援 

・ サービスの提供は懇切丁寧に行い、サービスの提供方法等について利用者に分かり

やすいように説明します。 

・ サービスの提供に用いる設備、器具等については、安全、衛生に常に注意を払い、

特に、利用者の身体に接触する設備、器具については、サービスごとに消毒したも

のを使用します。 

 

１１．職員について 

・ 職員は常に身分証明書を携行しているので、必要な場合は提示をお求めください。 

・ 利用者は、いつでも当日の担当の指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生

活介護の職員の変更を申出ることができます。 

（これを拒む正当な理由がない限り、事業者は変更の申出に応じます。） 

・ 当事業者は利用者の担当の指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護

の職員が退職する等正当な理由がある時に限り、担当の指定短期入所生活介護・指

定介護予防短期入所生活介護の職員を変更することができます。 

 

１２．緊急時の対応方法 

  指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供中に利用者に容体の変化等が

あった場合は、速やかに利用者の主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じます。 

 

主治医連絡先 

病院名 
 

 

電話番号 
 

 

緊急連絡先 

氏 名 
 

 

電話番号 
 

 

 



１３．非常災害対策 

非常時の対応 第一にご利用者の安全を確保して、一次避難地（名古屋市立飯田

小学校など）に避難します。 

近隣との協力関係 地域の防災訓練等に積極的に参加し、非常時の協力体制を確

保、整備しています。 

防災設備 ガス警報機、消火器、を設置してあります。 

災害に備えての準備品 ①非常食料、飲料水 

           ②懐中電灯、トランジスターラジオ 

           ③緊急医療品 ④毛布 

平常時の防災訓練 年一回以上の避難、防災訓練を実施します。 

防火・防災計画 防火管理者：石原 聖士 

防火責任者：石原 聖士 

内   容：目的、管理組織、管理者・責任者の任務、訓練、 

準備品等 

 

１４．苦情処理 

  利用者は、当事業者の指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供につい

て、いつでも苦情を申立てることができます。利用者は、当事業者に苦情を申立てたことに

より、何らの差別待遇をうけません。 

 

１５．円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制及び手順 

• 苦情があった場合は、直ちに利用者及び利用者の家族と連絡を取り、直接利用者及び利

用者の家族宅に行くなどして事情を聞き苦情内容の確認をする。 

• 担当者は、苦情の内容を管理者に報告する。 

• 管理者は、担当者及び他の職員を加え、苦情処理に向けた検討会議を行う。 

• 検討会議の結果をもとに処理結果をまとめ、管理者は原則として必ず翌日までに具体的

な対応を指示する。 

• 苦情処理結果記録を台帳記載し、再発防止に役立てる。 

• 事業者は、当該苦情に関し、市町村が行う文書その他の物件の提出・提示の求め又は当

該市町村職員からの質問・照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調

査に協力するとともに、市町村から指導助言があった場合には、必要な改善を行う。ま

た、市町村から求められた場合には改善の内容を報告する。 

• 事業者は、当該苦情に関して、国民健康保険団体連合会が介護保険法に基づき行う調査

に協力するとともに、連合会から求められた場合には改善の内容を報告します。 

         苦情相談窓口  施設長 黒岩 千都己 

          電話番号： ０５２－９１３－８８８２ 

 

この他、市町村や国民健康保険団体連合会窓口に苦情を申立てることができます。 

名古屋市健康福祉局 
担当窓口   高齢福祉部介護保険課 

電話番号   （０５２）９７２－３０８７ 

北名古屋市 
担当窓口   高齢福祉課 

電話番号   （０５６８）２２－１１１１ 

豊山町 
担当窓口   地域包括支援センター 

電話番号   （０５６８）２８－０９３２ 

国民健康保険団体連合会 
担当窓口   介護福祉課 

電話番号   （０５２）９７１－４１６５ 

 



 

１６．事故発生時の対応方法 

事故が発生した場合は、速やかに必要な措置を講じられるよう、あらかじめ関係機関との 

対応方法を定め、関係機関に周知して協力を依頼します。 

 

１７. 虐待防止について 

   事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じるものとします。 

   (1)虐待の防止の為の対策を検討する委員会の知己的な開催及びその結果の周知 

   (2)虐待防止のための指針の整備 

   (3)従業者に対する虐待の防止のための定期的な研修の実施 

   (4)前三号に掲げる措置を適切に実施するための責任者の配置 

   (5)サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者(現に養護している家族・親族・同居

人等)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は速やかにこれを市町村に通

知します。 

 

１８.身体拘束について 

   事業所は原則として利用者に対して身体的拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれ

がある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ、

以下の(1)～(3)の要件をすべて満たす時は、利用者に対して説明し同意を得た上で必要最

小限の範囲内で身体拘束等を行うことがある。その場合は態様及び時間、利用者の心身の状

況、緊急やむを得ない理由、経過観察ならびに検討内容について記録し５年間保存します。

また、事業者として身体拘束等をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

(1)切迫性…直ちに身体拘束等を行わなければ利用者本人または他人の生命・身体に危険が

及ぶことが考えられる場合 

(2)非代替性…身体拘束等以外に代替する介護方法がない場合 

(3)一時性…利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなれば、直

ちに身体拘束等を解く場合 

 

１９．送迎について 

 １）通常の送迎地域範囲は北区・東区・西区・千種区・守山区・北名古屋市・豊山町です。 

２）原則として、玄関の中までのお迎え・玄関の中までのお送りをいたします。 

身体的・環境的等の諸事情がある場合は、利用者、利用者の家族と話し合いを行い、当事業

所で提供できる範囲内の送迎サービスを提供させていただきます。 

その場合には、備考欄に内容等を記載いたします。 

３）季節により、暑かったり寒かったりと、身体に及ぼす影響は様々です。 

自宅の中でお待ちいただきます。 

４）お迎えの時間を、前日 15：00頃に電話にて連絡します。 

しかしながら、交通事情等で、到着時間が前後することもございますこと、ご容赦くださ

いませ。 

５）乗車中は、全座席シートベルトを必ず着用してください。 

６）送迎職員到着後、体調不良等を除き、準備等ができていない場合は、長時間待つことはで

きません。 

他の利用者にもご迷惑をかけてしまうこととなります。送迎の対応ができなくなる場合も

あります。スムーズで安全な送迎を行うために、お迎えの時間を書面または電話にてお伝

えしております。 

その点をご理解頂き、ご本人・ご家族のご協力をお願いします。 



 ７) 送迎時間は朝 8時 40分から 10時頃、夕方 16時から 17時 15分頃までを基本原則時間とし

ております。 

   時間外の送迎をご希望の方は家族様の送迎にてご対応をお願い致します。最長 19時までに

送迎をお願い致します。お時間のご指定に関しては、送迎人数の状況によりご希望に沿え

ないことがありますのであしからずご了承ください。対応が難しい場合にはご家族様での

送迎をお願い致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

個人情報に関する基本方針 

 
 株式会社石原グループ（以下、「法人」という。）が運営する指定短期入所生活介護・指定介護

予防短期入所生活介護事業所ショートステイ母の手八龍（以下、「事業所」という。）は、利用者

等の個人情報を適切に取り扱うことは、介護サービスに携わるものの重大な責務と考えます。 

法人が保有する利用者等の個人情報に関し適正かつ適切な取扱いに努力するとともに、広く社会

からの信頼を得るために、自主的なルール及び体制を確立し、個人情報に関連する法令その他関

係法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守し、個人情報の保護を図ることをここに宣言します。  

記 

 

１．個人情報の適切な取得、管理、利用、開示、委託 

 ①個人情報の取得にあたり、利用目的を明示した上で、必要な範囲の情報を取得し、利用目的

を通知または公表し、その範囲内で利用します。 

 

 ②個人情報の取得・利用・第三者提供にあたり、本人の同意を得ることとします。 

 

 ③事業所が委託をする医療・介護関係事業者は、業務の委託に当たり、個人情報の保護に関す

る法律と厚生労働省ガイドラインの趣旨を理解し、それに沿った対応を行う事業者を選定し、

かつ個人情報に係る契約を締結した上で情報提供し、委託先への適切な監督をします。 

 

２．個人情報の安全性確保の措置 

①事業所は、個人情報保護の取り組みを全役職員等に周知徹底させるために、個人情報に関す

る規則類を整備し、必要な教育を継続的に行います。 

 

②個人情報への不正アクセス、個人情報の漏えい、滅失、または毀損の予防及び是正のため、

事業所内において規則類を整備し、安全対策に努めます。 

 

３．個人情報の開示・訂正・更新・利用停止・削除、第三者提供の停止等への対応 

 事業所は、本人が自己の個人情報について、開示・訂正・更新・利用停止・削除、第三者提

供の停止等の申し出がある場合には、速やかに対応します。これらを希望される場合には、個

人情報相談窓口（電話０５２－９１３－８８８２）までお問い合わせください。 

 

４．苦情の対応 

 事業所は、個人情報取扱に関する苦情に対し、適切かつ迅速な対応に努めます。 

                                      

 

 

 

 

 

 

 



個人情報の利用目的 

 

 指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護事業所ショートステイ母の手八龍では、

個人情報の保護に関する法律及び利用者様の権利と尊厳を守り安全管理に配慮する「個人情報

に関する基本方針」の下、ここに利用者の個人情報の「利用目的」を公表します。 

  

【利用者様への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

１．施設内部での利用目的 

 ① 施設が利用者等に提供する介護サービス 

 ② 介護保険事務 

 ③ 介護サービスの利用にかかる施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 入退所等の管理、会計、経理 

・ 介護事故、緊急時等の報告 

・ 当該利用者の介護・医療サービスの向上 

２．他の介護事業者等への情報提供を伴う利用目的 

① 施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

・ 利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業所

等との連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

・ その他の業務委託 

・ 利用者の診療等に当たり、外部の医師の意見・助言を求める場合 

・ 家族等への心身の状況説明 

 ② 介護保険事務のうち 

・ 保険事務の委託（一部委託含む） 

・ 審査支払い機関へのレセプトの提出 

・ 審査支払い機関又は保険者からの照会への回答 

 ③ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

１．施設内部での利用に係る利用目的 

① 施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 介護サービスや業務の維持・改善の基礎資料 

・ 施設等において行われる学生等の実習への協力 

・ 施設において行われる事例研究等 

２．他の事業者等への情報提供に係る利用目的 

 ① 施設の管理運営業務のうち 

     ・外部監査機関、評価機関等への情報提供 

なお、あらかじめ利用者本人の同意を得ないで、利用目的の必要な範囲を超えて個

人情報を取り扱うことはいたしません。 

         

 

 

 



個人情報の使用に係る同意 

 

 以下に定める条件のとおり、利用者は、株式会社石原グループが運営する指定短期入所生活介

護・指定介護予防短期入所生活介護事業所ショートステイ母の手八龍が、利用者および身元引受

人、家族の個人情報を下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集すること

に同意します。 

 

１．利用期間 

  介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

 

２．利用目的 

  個人情報の利用目的に記載してある内容項目等が利用目的となります。 

 

３．使用条件 

（１）個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しない。

また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、

第三者に漏らさない。 

（２）個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開

示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



契約の成立を証するため、本書２通を作成し、利用者及び事業者が記名押印の上、各自その１通

を所持します。 

 

説明者           尾形 知穂              印 

 

 

   令和    年    月    日 

 

 

                 法 人 名古屋市北区八龍町一丁目４７番地 

 

                     株式会社石原グループ 

 

                     代表取締役  石原 聖士         

 

                  

                 事業者 名古屋市北区八龍町一丁目４７番地 

 

                     ショートステイ母の手八龍 

 

                     管理者    黒岩 千都己          

 

 

                 利用者 住 所 

 

 

                     氏 名 

 

 

家 族 住 所 

 

 

                     氏 名 

                                          

 

続柄（利用者との関係） 

 

 

                 代理人 住 所 

 

 

                     氏 名 

 

 

                     続柄（利用者との関係） 


